
法令及び定款に基づく

インターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表
（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

因幡電機産業株式会社

上記各事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ウェ

ブサイト（http://www.inaba.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供し

ております。



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び連結子会社の名称

・連結子会社の数　　　　４社

・連結子会社の名称

㈱パトライト

春日電機㈱

SIAM ORIENT ELECTRIC CO.,LTD.

アイティエフ㈱

②非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

・非連結子会社の名称

INABA DENKO（MALAYSIA）SDN.BHD.

㈱山根電業社

PATLITE（U.S.A.）Corporation

PATLITE Europe GmbH

PATLITE（SINGAPORE）PTE LTD

派特莱電子（上海）有限公司

PATLITE KOREA CO.,LTD.

PT.PATLITE INDONESIA

PATLITE TAIWAN CO.,LTD.

PATLITE（THAILAND）CO.,LTD.

・連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除いております。

　なお、前連結会計年度において非連結子会社でありました因幡電機貿易（上海）有限公司は、当連結

会計年度に清算が結了したため、非連結子会社から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

①持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

INABA DENKO（MALAYSIA）SDN.BHD.

㈱山根電業社

NISHIDEN（MALAYSIA）SDN.BHD.

PATLITE（U.S.A.）Corporation

PATLITE Europe GmbH

PATLITE（SINGAPORE）PTE LTD

派特莱電子（上海）有限公司

PATLITE KOREA CO.,LTD.

PT.PATLITE INDONESIA

PATLITE TAIWAN CO.,LTD.

PATLITE（THAILAND）CO.,LTD.

②持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除いております。

　なお、前連結会計年度において持分法を適用しない非連結子会社でありました因幡電機貿易（上海）

有限公司は、当連結会計年度に清算が結了したため、持分法を適用しない非連結子会社から除外してお

ります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちSIAM ORIENT ELECTRIC CO.,LTD.の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連

結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は､全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法

ロ）たな卸資産

商品……………………主として移動平均法による原価法

製品・原材料…………主として総平均法による原価法

なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。

 　　　 ②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ）有形固定資産

（リース資産を除く）……定率法。ただし、国内連結子会社の平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物………15年～50年

機械装置及び運搬具…２年～17年

工具、器具及び備品…２年～20年

ロ）無形固定資産

（リース資産を除く）……自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法

③重要な引当金の計上基準

イ) 貸倒引当金……………売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

ロ) 賞与引当金……………従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度

負担額を計上しております。

ハ) 役員賞与引当金………役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上し

ております。

ニ) 製品保証引当金………販売した製品に関する補修費用の支出に備えるため、今後支出が見込まれる金

額を計上しております。

④退職給付に係る会計処理の方法

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、20年以内のその効果が及ぶ期間にわたって均等償却しております。

　なお、金額が僅少な場合は、発生時に一括償却しております。

⑥消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記

　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めて表示しておりました「電子記録債権」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含まれる「電子記録債権」は7,199百万円であ

ります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 18,308百万円

(2) 受取手形裏書譲渡高 820百万円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 27,869千株 －千株 －千株 27,869千株

合 　 　 計 27,869千株 －千株 －千株 27,869千株

自 己 株 式

普 通 株 式
 

(注) １ .  ２ .
320千株 145千株 130千株 334千株

合 　 　 計 320千株 145千株 130千株 334千株

 (注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加145千株は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによる増加
145千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少130千株は、ストックオプションの権利行使に伴う自己株式の交付に
よる減少130千株であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成28年６月17日開催の第68期定時株主総会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 1,377百万円
・１株当たり配当金額 50円
・基準日 平成28年３月31日
・効力発生日 平成28年６月20日

平成28年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 1,654百万円
・１株当たり配当金額 60円
・基準日 平成28年９月30日
・効力発生日 平成28年12月１日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

平成29年６月23日開催予定の第69期定時株主総会において次のとおり付議予定であります。

・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 1,652百万円
・１株当たり配当金額 60円
・基準日 平成29年３月31日
・効力発生日 平成29年６月26日
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(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

平成22年７月30日取締役会決議分

・目的となる株式の種類 普通株式
・目的となる株式の数 10,000株

平成23年７月28日取締役会決議分

・目的となる株式の種類 普通株式

・目的となる株式の数 41,900株

平成24年７月30日取締役会決議分

・目的となる株式の種類 普通株式
・目的となる株式の数 99,800株

平成26年７月28日取締役会決議分

・目的となる株式の種類 普通株式
・目的となる株式の数 349,700株

平成27年７月31日取締役会決議分

（権利行使期間の初日が到来しておりません。）

・目的となる株式の種類 普通株式
・目的となる株式の数 415,000株

平成28年７月29日取締役会決議分

（権利行使期間の初日が到来しておりません。）

・目的となる株式の種類 普通株式
・目的となる株式の数 421,000株

６．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

 　① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、運転資金については自己資金で賄って

おります。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

　② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で

事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買

掛金残高の範囲内にあるものを除き、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。一部外貨建てのもの

については、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあるものを除

き、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先物

為替予約取引であります。

 　③ 金融商品に係るリスク管理体制

 　　 イ）信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規定に従い、営業債権について、財務部及び各営業担当事業部が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規定に準じて、同様の

管理を行っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほ

とんどないと認識しております。

 　　 ロ）市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則と

して先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、満期保有目的の

債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を決めた社内ルールに従い、担当

部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ）資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を

連結売上高の１ヶ月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
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 　④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

　また、後述の「(2) 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 　⑤ 信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち特定の大口顧客に対するものはありません。

　(2) 金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、含まれておりません（（注２）参照）。

連結貸借対照表

計上額

（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

①現金及び預金 51,553 51,553 －

②受取手形及び売掛金 63,204

③電子記録債権 9,855

　貸倒引当金（*） △34

73,025 73,025 －

④投資有価証券 12,860 12,860 －

資産計 137,439 137,439 －

支払手形及び買掛金 53,030 53,030 －

負債計 53,030 53,030 －

デリバティブ取引 － － －

（*）受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

④投資有価証券

　時価について、株式は取引所の価格によっており、債券及び投資信託は取引所の価格または取引金融機関から

提示された価格によっております。

負　債

支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
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デリバティブ取引

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引：該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

    通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類

主な

ヘッジ

対象

当連結会計年度（平成29年３月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

売建

 米ドル 売掛金  192 － （注）

 シンガポールドル 売掛金 4 － （注）

買建

 米ドル 買掛金  59 － （注）

 シンガポールドル 買掛金  3 － （注）

 タイバーツ 買掛金 59 － （注）

 ユーロ 買掛金 5 － （注）

 (注) 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされる売掛金及び買掛金と一体として処理されているた
め、その時価は、売掛金及び買掛金の時価に含めております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 2,462

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「④投資有価証

券」には含めておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある投資有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（百万円）

１年超

５年以内

（百万円）

５年超

10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金及び預金 51,553 － － －

受取手形及び売掛金 63,204 － － －

電子記録債権 9,855 － － －

投資有価証券

　その他有価証券のうち

　満期があるもの

　（１）債券（社債） － 700 － －

　（２）その他 500 － － －

合計 125,113 700 － －

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 3,986.72円
(2) １株当たり当期純利益 296.66円
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
子会社株式及び
関連会社株式…………移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの……移動平均法による原価法

② たな卸資産
商品……………………移動平均法による原価法
製品……………………総平均法による原価法
原材料…………………総平均法による原価法
貯蔵品…………………最終仕入原価法
　なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。

(2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
 (リース資産を除く) ……定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物……………………15年～50年
機械及び装置…………７年～10年
工具、器具及び備品…２年～20年

② 無形固定資産
 (リース資産を除く) ……自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法

(3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金………………売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

② 賞与引当金………………従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当期負担額を計上し
ております。

③ 役員賞与引当金…………役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しておりま
す。

(4）のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、20年以内のその効果が及ぶ期間にわたって均等償却しております。
　なお、金額が僅少な場合は、発生時に一括償却しております。

(5）消費税等の会計処理
　　　　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記

　（貸借対照表）

　前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、金額的重

要性が増したため、当事業年度より独立掲記しております。

　なお、前事業年度の「流動資産」の「受取手形」に含まれる「電子記録債権」は6,842百万円であります。
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４．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 12,731百万円

(2) 受取手形裏書譲渡高 820百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 699百万円
短期金銭債務 525百万円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売上高 1,829百万円
仕入高 2,900百万円
その他の営業取引高 25百万円
営業取引以外の取引高 338百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式
( 注 ) １ .  ２ .

320千株 145千株 130千株 334千株

(注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加145千株は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによる増加
145千株、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少130千株は、ストックオプションの権利行使に伴う自己株式の交付に
よる減少130千株であります。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（流動資産）

繰延税金資産 未払事業税 113百万円
賞与引当金 718百万円
その他 207百万円
繰延税金資産合計 1,039百万円

繰延税金資産の純額 1,039百万円

（固定資産）
繰延税金資産 投資有価証券評価損 68百万円

減損損失 200百万円
貸倒引当金 9百万円
その他 117百万円
繰延税金資産合計 395百万円

（固定負債）
繰延税金負債 有価証券評価差額金 1,794百万円

その他 9百万円
繰延税金負債合計 1,803百万円

繰延税金負債の純額 1,408百万円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、営業用自動車及び事務用機器の一部については、所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約により使用しております。
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９．関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 守谷　承弘
当社

代表取締役
社長

（被所有）
直接 0.12

当社株主及び
代表取締役

ストックオ
プションの
権利行使

11 - -

役員 枝村　浩平
当社

常務取締役
（被所有）
直接 0.04

当社株主及び
常務取締役

ストックオ
プションの
権利行使

11 - -

役員 家郷　晴行
当社

常務取締役
（被所有）
直接 0.04

当社株主及び
常務取締役

ストックオ
プションの
権利行使

11 - -

役員 喜多　肇一
当社

常務取締役
（被所有）
直接 0.03

当社株主及び
常務取締役

ストックオ
プションの
権利行使

13 - -

役員 奥田　善紀
当社
取締役

（被所有）
直接 0.01

当社株主及び
取締役

ストックオ
プションの
権利行使

11 - -

役員 岩倉　広幸
当社
取締役

（被所有）
直接 0.01

当社株主及び
取締役

ストックオ
プションの
権利行使

11 - -

（注）平成23年７月28日開催の取締役会及び平成24年７月30日開催の取締役会の決議に基づき発行したストックオ

プションの当事業年度における権利行使を記載しております。なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけ

るストックオプションの権利行使による付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 4,015.78円
(2) １株当たり当期純利益 313.51円
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